
第３６回田原市市民協働まちづくり会議 

日時：令和６年１月１２日（金） 

午後３時から 

場所：田原市役所南庁舎４階 政策会議室 

 

１ 報告事項 

（１）市民活動支援センター まちづくり講座について 【資料１】 

 

（２）企業・学生等ボランティアについて 【資料２】 

 

 

２ 協議事項 

（１）「田原市の市民協働まちづくり方針」修正案について 【資料３】【資料４】 

 

（２）市民活動支援制度について 【資料５】 

 

 

２ その他 

○意見交換等 【資料６】 

 

 

○第３７回会議：令和６年３月頃（予定） 

  

 

 

配布資料 

【資料１】まちづくり講座チラシ 

【資料２】企業・学生等ボランティア活動紹介 

【資料３】市民協働まちづくり方針の修正案に対する意見等 

【資料４】「田原市の市民協働まちづくり方針」２０２４．３修正案 

【資料５】市民活動支援制度※当日配布 

【資料６】各委員の取組み状況・意見 ※当日配布 
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企業・学生等ボランティア活動紹介 

◆企業等ボランティア 

課名等 事業者・企業名 内  容 

企画課 

子育て支援

課・文化財課 

トヨタ自動車田原工場 ○世のため活動 清掃活動 

・保育園、小・中学校の草刈り、清掃等を実施 

・表浜ふれあいフェスティバル参加 

○ちょいボラ 折り紙ボランティア 

・各保育園に飾り用折り紙寄付 

・保育園を訪問し園児に折り紙をプレゼント 

○トヨタ自動車田原工場ＳＸ会 清掃活動等 

・吉胡貝塚史跡公園草刈り 

・保育園の環境整備（草刈り、網戸の張替えなど） 

生涯学習課 トヨタ自動車田原工場 ・田原市少年少女発明クラブ 

夏休みの工作指導 

総務課 トヨタ自動車田原工場 ・交通安全施設の保全 

カーブミラーの点検・清掃活動を実施 

スポーツ課 トヨタ自動車㈱152 人、 

㈱アイシン 50人、 

トヨタ紡織㈱（豊橋市）

50 人 

㈱セキノ興産（豊橋市）

4 人  

・第 62 回中部・第 52 回北陸実業団対抗駅伝競走大会 

（R4.11.13） 

コース（沿道）の整理、カラーコーンの設置・撤去など 

＊R5は新たにシーヴイテック（4 人）からも協力の申し出

があった。㈱セキノ興産とは今後調整。 

トヨタ自動車㈱26人、 

㈱アイシン 20人、 

日本郵便（豊橋市、田原

市内の局から）23人 

・第 69 回渥美半島駅伝競走大会（ R5.1.21） 

コース（沿道）の整理、カラーコーンの設置・撤去など 

トヨタ車体クインシーズ

（刈谷市）選手・監督・コ

ーチ 21 名 

・中学生バレーボール教室（R4.8.26） 

バレーボールを通じた青少年の健全育成を目指すととも

に、国内トップアスリートからの技術指導を通じた競技力

及び体力の向上を目指す。その他：・H25 から指導を受け

ている。 

＊講師料は地域貢献活動の一環として行うため無料としてい

るが、一泊二日分の宿泊費用は主催者負担とする形式で教室

を開催している。 

トヨタ自動車硬式野球部

（豊田市）6 名 

・中学生野球教室（R5.1.20） 

野球を通じた青少年の健全育成を目指すとともに、国内

トップアスリートからの技術指導を通じた競技力及び体力

の向上を目指す。その他：・同部からは H30 から指導を受

けている。 

＊野球教室は地域貢献活動のため費用は選手の昼食代のみ。 
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◆学生ボランティア 

 

課名等 団体名 内  容 

街づくり推進課 田原中学校のボランティア

クラブ「たはランティア」 

まちなか賑わいづくり実行委員会や田原中部地区景

観まちづくり検討会の活動に協力している 

福江中学校のボランティア

クラブ「ドリームの会」 

清田・福江校区まちづくり推進協議会の活動に協力し

ている 

高齢福祉課 愛知大学学生地域貢献事業

団体 

おいでん喫茶 

2018 年から一色集会所や田原福祉センターで開催さ

れている高齢者向けコミュニティー活動の活性化に

取り組んでいる。 



 

市民協働まちづくり方針の修正案に対する意見等 

○ 第１章、第４章の修正 

頁 修正案 意見に対する対応 

 ■第１章 取り組みの背景と現状 ■第１章 取り組みの背景と現状 

 （１）市民協働のまちづくり（わたしたちみんなでとりくむまちづくり）の必要性 

 ② 価値観・ニーズの多様化 

１ ○巨大地震や近年の異常気象により予期せぬ災害が懸念される中、行政だけでなく、家庭・

地域・市民活動団体・事業者それぞれが、日ごろから防災意識を向上させ、協働で防災対

策を推進し、人と人との絆づくりを促すことが重要となっています。 

○感染症拡大などによる市民活動や自治会等の活動の停滞により、市民活動や自治会活動な

どに対する意識が変化し、オンラインを活用するなど、活動の方法が見直されています。 

意見：それらの活動などに対する・・・活動の方法が多様化しています。→意見のとお

り修正 

 

 ④ 市民協働による成果向上への期待 

２ ○全国一律の施策では地域特性に対応できないこともあります。地方分権による市の権限拡

大を踏まえ、市民が望む満足度の高いサービスの実現手法として、国の誘導策や補助金を

前提とせず、市民と一緒に進める施策の実施にも期待が寄せられています。 

意見：国の誘導策や補助金にとらわれず→意見のとおり修正 

 （２）市民協働のまちづくりの現状と展望 

 ①市民活動の現状 

３ ○市内には、福祉・文化・体育などの団体や全国組織の地域団体など300 以上の団体が存在

しています。多くの市民活動団体では、役員の担い手不足や高齢化などによる組織の弱体

化等が課題となっています。 

意見：体育をスポーツ→意見のとおり修正 

意見：高齢化、会員の減少などによる→多くの市民活動団体では、役員の担い手不足

や高齢化・固定化、会員の減少などによる組織の弱体化等が課題となっています。 

・総合計画に「固定化」も記載があるため追記しました。 

意見：多くの市民活動団体では、急速な時代変化と高齢化や人口減少により、根本的

な運営のあり方を検討することが必要となってきています。→運営のあり方に限定

されないため修正しない 

３ ○市民活動団体では、特定非営利活動促進法の施行（平成 10 年）により特定非営利活動法

人（ＮＰＯ法人）が設立され、クラウドファンディングの活用やＳＮＳ（※）などにより協

賛金を募集する事例も見られるなど、市民活動の活性化が図られています。 

※ＮＰＯ法人登録数 令和 4 年：18 団体 

意見：※印の場所が違うのでは→SNSの説明文を下に記載。※がダブってしまうので 

※NPO…は□で囲み区別する。（まちづくり方針修正(案)Ｐ３参照） 

 

・文章を見直した→クラウドファンディングの活用やＳＮＳ（※）などにより協賛金を

募集し活動を行う事例も見られるなど、市民活動の活性化が図られています。 

 ② 地域コミュニティ活動の現状 

３ ○田原市は、これまで企業誘致を推進し、多くの転入者を受け入れてきました。その一方で、

住民自治を充実させるため、昭和 47 年に国のモデル指定を受け、地域コミュニティ施策

の取組も始めました。昭和 60 年からは小学校単位の活動体制（校区制）を構築していま

す。 

意見：そして、新旧住民の融和と住民自治の充実のため→各地域における住民の融和と

住民自治を充実させるため 
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平成 28 年に小学校の統廃合があった校区では、旧小学校区単位での活動体制（地域コミュ

ニティ協議会制）を維持しています。 

 ○地域コミュニティを取り巻く課題は多様で、特に自治会加入率の低下や運営の担い手不足

などは、地域コミュニティの存続に影響を与えています。 

意見：多様で、人口減少に加え自治会加入率の→意見のとおり修正 

 ③ 市民等と市の機関の協働体制 

４ ○自治会等には、多種多様な市の業務が委託されていますが、引き続き、地域コミュニティ

団体の自主性を尊重しながら、防災や防犯、美化活動、福祉活動などの分野で対等なパー

トナーとして連携していく必要があります。 

委託→依頼に修正  

 ④ 市民活動団体同士のより一層の連携 

４ ○地域コミュニティ団体とＮＰＯ、ボランティア団体がより連携し、情報共有や意見交換

をすることで、互いの問題を解決できる可能性があります。今後も、田原市民活動支援

センターを介して、連携を図っていくことが重要です。 

意見：介して、連携を図っていくことが重要でかつ必要です。→修正しなくてもいい

のでは 

 ■第４章市民協働の６つの指針  

 ■指針その１ 市民等の役割の実現     【条例第４条～第６条】 

 （２）市民活動団体の取組のあり方 

10 b 市民公益活動や行政活動への参加・協働 

【現状】 

・市民活動団体の公益活動や行政参加・協働については、各団体の自主性に委ねられていま

す。 

下記（３）により修正 

・市民活動団体の公益活動や行政参加・協働については、各団体の自主性に委ねられて

います。 

・学生ボランティアは、積極的に様々な公益活動に参加し、地域社会に貢献しています。 

 （３）事業者等の取組のあり方 

11 b 市民公益活動への参加・支援 

【現状】 

・事業者自身や関連団体、企業は、それぞれが可能な範囲で、市民活動団体への社員派遣・

資金協力（寄付等）・会場・資材の提供等を行っています。 

・学生ボランティアは、可能な範囲で地域の公益活動に取り組んでいます。 

意見：「学生ボランティア・・・」消極的な表現のためなくてもいいのでは。現実的に

そうであり取り上げて文章にする必要があるか。→現状として記載するため必要と考え

る。文章を修正し、掲載場所を（２）ｂ欄に変更した。 

 ■指針その２ 行政参加・協働の推進 【条例第９条】 

 （１）市民参加・参画のあり方 

12 b行政活動への市民参加の拡大 

【今後の取組】 

○遊休資産の活用や地域包括ケアシステムの推進など新たな課題に対しても、市民協働を踏

まえて取り組みます。  

文章を修正した 

○遊休資産の活用や地域包括ケアシステムの推進などの課題に対しても、市民協働を

踏まえて取り組みます。 

 ■指針その３ 市民間協働の推進     【条例第１０条】 

 （１）市民間協働のあり方 



 

18 b  市民活動団体による市民活動の支援 

【現状】 

・各種団体の連合組織やＮＰＯの育成・連携を目指した市民活動支援センター等の中間支援

組織が存在し、市の関係課と協力しながら市民公益活動の活性化や各種調整を行っていま

す。 

・中間支援組織による、団体同士の交流を図るイベント等が開催され、団体間のつながりが

強まっています。 

つながりが強まっています。→つながりが形成されています。 

 

 

 

 

○ 第３章、第６章の修正 

下記の修正案をご確認いただき、ご意見等がありましたら、会議の席でご発言ください。会議をご欠席される委員の方につきましても、ご質問やご意見等ありましたら、１月９日

（火）までにご連絡ください。 

 

頁 現行 修正案 

 ■第３章 市民協働に取り組む基本姿勢と配慮すべき視点 

 （２）配慮すべき視点 

 ② 男女共同参画 

８ だれもが自分らしく輝ける社会を目指し、男女がお互いの能力を認め合い、一緒になって

まちづくりを進められるように配慮します。 

だれもが自分らしく輝ける社会を目指し、各人がお互いの能力を認め合い、一緒に

なってまちづくりを進められるように配慮します。 

 ③ 多文化共生 

８ 市内在住や来訪する外国人に対して、お互いの文化を理解・尊重しながら、それぞれの特

性を活かして活躍できるように配慮します。 

市内在住や外国人に対して、お互いの文化を理解・尊重しながら、地域活動への参

画に配慮します。 

 ■第６章 方針の評価 

 （１）取組状況の把握 

33 方針の各項目に関する市民、市民活動団体、事業者及び市の機関の取組の状況を、毎年収

集し、整理します。 

指針の各項目に関する市民、市民活動団体、事業者及び市の機関の取組の状況を、

毎年収集し、整理します。 



まちづくり方針 修正(案) 

 
 

田原市の市民協働まちづくり方針 

２０２４．３修正（案） 

 

わたしたち みんなでとりくむ まちづくり 

 

 

 

はじめに  

資料４ 

先日、いただいたご意見（【資料３】参照）をふまえ、
修正し、まとめたものになります。
全体を見ていただき、ご意見等ありましたら会議の席で
ご発言をお願いいたします。
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まちづくり方針 修正(案) 

1 
 

第１章 取組の背景と現状 

（１）市民協働のまちづくり（わたしたちみんなでとりくむまちづくり）の必要性 

① 自治運営の自己決定・自己責任の拡大 

○平成12 年の地方分権一括法の施行、さらに平成

23 年の地域主権改革一括法の施行により、国・

県の関与が少なくなり、市町村が自らの意思で決

定できる行政サービスの範囲が拡大されるととも

に、責任も重くなってきました。 

○田原市では、市町村合併と行政改革により、行政

能力の向上と効率化を図ってきました。 

一方、人口減少社会への対応のため、現在、「田 

原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地方創生の取組も進めています。民間と

の連携や協働も必要とされており、今後も、各地域がその特色を充分発揮できるよう、市民

との対話による地域の実情に即した施策展開が一層重要となっています。 

○「東三河広域連合」に代表される自治体間の新たな広域連携によるスケールメリットを活か

し、多様化、高度化する住民ニーズに対応しつつ、行政事務のさらなる効率化を図ることも

必要となっています。 

② 価値観・ニーズの多様化 

○豊かな自然環境に恵まれた田原市は、日本有数の農業地域という面と、県内有数の工業都市

という面を持ち、観光などのサービス業も盛んです。市民のライフスタイルや価値観も多様

化する中、時代の変化に即応したより一層の人材の育成・活躍が必要とされています。 

○社会の規範意識やモラルの低下、地域のつながりの希薄化による課題に対応するため、隣近

所や地域による子どもの健全育成や高齢者への支援、防犯活動などの互助機能の充実が必要

となっています。 

○遊休不動産や森林の荒廃など、当事者（事業者等）や行政だけでは解決できず、地域社会全

体として取り組まなければならない課題が増加しています。 

○巨大地震や近年の異常気象により予期せぬ災害が懸念される中、行政だけでなく、家庭・ 
地域・市民活動団体・事業者それぞれが、日ごろから

防災意識を向上させ、協働で防災対策を推進し、人と

人との絆づくりを促すことが重要となっています。 
○感染症拡大などによる市民活動や自治会等の活動の

停滞により、それらの活動に対する意識が変化し、オ

ンラインを活用するなど、活動の方法が多様化してい

ます。  

写真 

写真 
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③ 総合計画による方向付け 

○「みんなが幸せを実現できるまち」をまちづくりの理念として新たに掲げ、市民一人ひとり

の幸福の創出に主眼を置いた、10 年先を見据えたまちづくり方針として、令和５年度に策定

された「第２次田原市総合計画」に基づき、まちづくりが進められています。 

○総合計画では、まちづくりの方針として「参加と協働による持続可能なまちづくり」が掲げ

られており、その実現に取り組む必要があります。 

④ 市民協働による成果向上への期待 

○全国一律の施策では地域特性に対応できないこともあります。地方分権による市の権限拡大

を踏まえ、市民が望む満足度の高いサービスの実現手法として、国の誘導策や補助金にとら

われず、市民と一緒に進める施策の実施にも期待が寄せられています。 

⑤ 市民協働まちづくりの基本条件の整備 

○平成20年４月には、「田原市市民協働まちづくり条例」が、また、同年10 月には、市民・

市民活動団体・事業者・行政等各主体の意見を集約した「田原市の市民協働まちづくり方

針」が策定され、協働を進める基本条件が整えられました。 

○平成25年度、平成29年度には、市民・市民活動団体・事業者及び市の機関の取組の状況を

確認・評価し、改善策を検討して、市民協働まちづくり方針を改定しました。 

○平成 27 年度には、伊良湖小・堀切小・和地小の統合の実施に伴い、「田原市市民協働まちづ

くり条例」が一部改正されました。 

○平成30年度に、田原市の特定目的基金に関する条例等を統合した「田原市基金条例」の制

定に伴い、「田原市市民協働まちづくり条例」の一部が改正されています。 

  

写真 

写真 
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（２）市民協働のまちづくりの現状と展望 

① 市民活動の現状 

○市内には、福祉・文化・スポーツなどの団体や全国組織の地域団体など300 以上の団体が

存在しています。多くの市民活動団体では、役員の担い手不足や高齢化・固定化、会員の減

少などによる組織の弱体化等が課題となっています。 

○一方、盆踊りの復活や夏祭り等の実施を通して、生まれ育った土地に感謝するなど、地域資

源を見直し、大切に守っていこうとする活動団体があります。 

○各分野の総括団体として、社会教育団体連絡協議会（文化協会・スポーツ協会・小中学校Ｐ

ＴＡ等）、ボランティア連絡協議会（社会福祉協議会内）が組織されています。 

○市民活動団体では、特定非営利活動促進法の施行（平成 10 年）により特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）が設立され、クラウドファンディングの活用やＳＮＳ（※）などにより協賛

金を募集し活動を行う事例も見られるなど、市民活動の活性化が図られています。 

ＮＰＯ法人登録数 

令和 4 年：18 団体 

※ＳＮＳ(ソーシャル・ネットワーキングシステム) ……個人間のコミュニケーションを促進し、社会的な

ネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのこと。 

○田原市は、市民活動団体の支援機関として平成19 年 7 月に市民活動支援センターを設置す

るとともに、市民公益事業への補助金や人材育成への支援制度、行政活動の一部を市民が

担う市民提案型委託制度などを順次設けてきました。 

② 地域コミュニティ活動の現状 

○田原市は、これまで企業誘致を推進し、多くの転入者を受け入れてきました。各地域におけ

る住民の融和と住民自治を充実させるため、昭和47 年に国のモデル指定を受け、地域コミュ

ニティ施策の取組も始めました。昭和60 年からは小学校単位の活動体制（校区制）を構築し

ています。 

平成28年に小学校の統廃合があった校区では、旧小学校区単位での活動体制（地域コミュ

ニティ協議会制）を維持しています。 

○市民にとって一番身近な学びを実践する社会教育施設である市民館は、人づくり・地域づく

り活動を行うコミュニティ協議会の活動拠点として活用されています。 

○地域コミュニティを取り巻く課題は多様で、人口減少に加え自治会加入率の低下や運営の担

い手不足などは、地域コミュニティの存続に影響を与えています。 

○田原市は、平成29 年度に地域コミュニティ振興計画を改定し、地域コミュニティづくりと

活性化を継続的に支援しています。 

○田原市地域コミュニティ連合会は、コミュニティ協議会の連合組織として、さまざまな地域

課題の解決に自主的に取り組み、研究調査を行っています。 
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③ 市民等と市の機関の協働体制 

○田原市は、平成5 年から市民のボランティア活動中の事故を救済するために、田原市社会

貢献活動災害補償制度を導入し、市民による社会貢献活動の促進を図っています。 

平成20 年には田原市市民協働まちづくり条例が施行され、市民活動団体による市民公益活

動に取り組みやすい環境を整える市の責務が明確化されましたので、引き続き本制度によ

り、活動者又はその指導者が安心して活動できるような環境づくりを進めています。 

○田原市は、総合計画などの施策検討において、アンケート調査、各種団体代表者や公募市民

の会議参加、パブリックコメント制度などによる市民参画に取り組んでいます。 

パブリックコメント制度による意見募集案件数 

平成29年度： 6 件 

平成30年度： 5 件 

令和 1年度： 6 件 

令和 2年度： 7 件 

令和 3年度： 5 件 

令和 4年度： 2 件 

○自治会等には、多種多様な市の業務が依頼されていますが、引き続き、地域コミュニティ団

体の自主性を尊重しながら、防災や防犯、美化活動、福祉活動などの分野で対等なパートナ

ーとして連携していく必要があります。 

○その他の市民活動団体や事業者・企業と市の協働は、施策ごとに行われています。今後もき

め細かい行政サービスを実現する効果的な手段として、一層期待が寄せられています。 

④ 市民活動団体同士のより一層の連携 

○地域コミュニティ団体とＮＰＯ、ボランティア団体がより連携し、情報共有や意見交換をす

ることで、互いの問題を解決できる可能性があります。今後も、田原市民活動支援センター

を介して、連携を図っていくことが重要です。 

○活動ＰＲと団体の連携を図るため、「しみんのひろば」「福祉のつどい」等のイベントが開催

されており、団体間の交流が図られています。 

⑤ 市民等と事業者のより一層の相互理解・協働の促進 

○市内の事業者は、社会貢献活動に意欲的に取り組み、人的並びに財政的な側面から市民活動

の支援に貢献しています。 

○ＮＰＯ等の団体との協働事業を通じて社会貢献を行おうとする企業や事業者・学生ボランテ

ィアは増えています。市民やＮＰＯ団体と事業者等との協働を促進するため、今後も相互に

情報提供し合い、一層連携を深めていくことが必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 
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第２章 基本理念  【条例第１条～第８条】 

（１）市民協働の基本理念【条例第１条・第３条に規定】 

 

 

 

※みんな ＝ 市民、市民活動団体、事業者及び市の機関 

※市民協働 ＝ 市民の参加と協働 

※まちづくり ＝ 総合計画に掲げる将来都市像等の実現 

（２）期待されている役割【条例第４条～第７条に規定】 

「市民協働の基本理念」のもと、それぞれに期待されている役割があります。 

① 市民に期待されている役割【第４条】 

市民は、まちづくりの主役としての責任を自覚し、地域への関心を高め、自らができるこ

とを考えて行動するとともに、市民公益活動に進んで参加することが求められています。 

◆ 条例では、次のことが市民に期待されています。 

○ 行政活動に参加・参画し、協働する（9条） 

○ 市民活動団体等が行う市民公益活動に参加し、協働する（10条） 

○ 身近な地域コミュニティ団体の活動に参加する（16条） 

○ 市民協働まちづくり会議（19条）に加わり、協働促進方針策定に参画する（8条） 

＊＊＊ 用語の定義 ＊＊＊ 

・市 民 …… 市内に居住している人、働いている人、就学している人およびまちづくりに関わっている

人を指します。 

・市民公益活動 …… 自主的に取り組むまちづくり（総合計画を実現する活動）及び社会貢献を目的とす

る活動を指します。ただし、宗教・政治・営利活動を除きます。 

② 市民活動団体に期待されている役割【第５条】 

市民活動団体は、活動の社会的意義と責任を自覚し、自らができることを考えて市民公益

活動に取り組み、また、広く市民に理解されるような行動が求められています。 

◆ 条例では、次のことが市民活動団体に期待されています。 

○ 行政活動に参加・参画し、協働する（9条） 

○ 他の市民活動団体等が行う市民公益活動に参加し、協働する（10条） 

○ 自らの役割を踏まえ、身近な地域コミュニティ団体の活動に参加する（16条） 

○ 市民協働まちづくり会議（19 条）に加わり、協働促進方針策定に参画する（8条） 

＊＊＊ 用語の定義 ＊＊＊ 

・市民活動団体 …… 市内で活動する地域コミュニティ団体・ＮＰＯ（非営利活動団体）・ボランティア

団体・その他のすべての団体を指します。 

  

みんなが、それぞれの役割を認識し、お互いに理解し合い、信頼関係を築きながら、

市民協働によるまちづくりを進めましょう。 
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③ 地域コミュニティ団体に期待されている役割【第５条・第１５条】 

市民活動団体の基礎的団体として位置付けられた地域コミュニティ団体は、民主的かつ公

平で開かれた運営によって、自主的に地域課題に対処することなどが求められています。 

◆ 条例では、次のことが地域コミュニティ団体に期待されています。 

○ 行政活動に参加・参画し、協働する（9 条） 

○ 他の市民活動団体等が行う市民公益活動に参加し、協働する（10条） 

○ 地域課題への対応、他の団体との連携、市民等の参加確保、意見集約・代表する（15条） 

○ 市民協働まちづくり会議（19条）に加わり、協働促進方針策定に参画する（8条） 

＊＊＊ 用語の定義 ＊＊＊ 

・地域コミュニティ団体 …… 自治会（自治会・区・町内会など現在106 地区）、自治会連合組織、校区

（18 小学校区）及びコミュニティ協議会（20団体）を指します。 

④ 事業者に期待されている役割【第６条】 

事業者は、市民公益活動の重要性を理解し、また、地域社会の一員としての責任を自覚

し、自らができることを考えて行動するとともに、市民公益活動に対して人的・財政的に支

援することが求められています。 

◆ 条例では、次のことが事業者に期待されています。 

○ 行政活動に参加・参画し、協働する（9条） 

○ 市民活動団体等が行う市民公益活動に参加し、協働すること（10条） 

○ 自らの役割を踏まえ、身近な地域コミュニティ団体の活動に参加する（16条） 

○ 市民協働まちづくり会議（19条）に加わり、協働促進方針策定に参画する（8条） 

＊＊＊ 用語の定義 ＊＊＊ 

・事業者 …… 市内で事業活動を行う個人、法人のすべてを指します。 

⑤ 市の機関に課せられている役割【第７条】 

市の機関は、それぞれの権限・能力の範囲で、市民参加と協働によるまちづくりの意義を

自覚し、責任をもって施策を実施するとともに、市民活動団体の総合調整に取り組むものと

する。 

◆ 条例では、次のことが市の機関に課せられています。 

○ 市民等が行政活動に参加・参画し、協働による実施を進め、状況を公表すること（9条） 

○ 市民公益活動における市民協働が促進されるように取り組むこと（10条） 

○ 市民公益活動を支援（活動環境整備、情報協力、人的・財政的支援等）すること（11～

13条） 

○ 地域コミュニティ団体の振興策を立案・実施するとともに、意見に配慮すること（17条） 

○ 民主的かつ公平な運営をしている地域コミュニティ団体を認定すること（18条） 

○ 市民協働まちづくり会議の必要事項を定め（19条）、協働促進方針を策定すること（8条） 

◆田原市基金条例で、次のことが市の機関に課せられています。 

○ 市民協働まちづくり基金を設置・管理すること 

＊＊＊ 用語の定義 ＊＊＊ 

・市の機関 …… 執行機関としての市長・教育委員会・農業委員会・選挙管理委員会・固定資産評価審査

委員会・公平委員会・監査委員と、議決機関としての市議会を含みます。 
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（３）方針をつくる目的【条例第８条に規定】 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）方針を実現する年度 

 

 

 

令和５年度に事業の進捗等を検証し、5年度から最終年度までの目標を再設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資金の確保 

協働基金 資金協力 
活  力 

平成 
30 年度 

平成 
31 年度 

令和 
５年度 

令和 
９年度 

令和 
１0 年度以降 

田原市の現状を踏まえ、市民協働の基本理念を実現するために、これからみんなで取

り組む基本的な方針を定めます。 

１０年間（平成３０年度～令和９年度）を目標とした方針を定めています。 
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第３章 市民協働に取り組む基本姿勢と配慮すべき視点 

この方針に掲げる項目が実現され、成果を上げる前提として、「相互理解と信頼の構築」が不可欠であ

るという認識から、市民・市民活動団体・事業者及び市の機関が共通して取り組む必要のある基本的な

姿勢と配慮すべき視点を示します。 

（１）基本的な姿勢 

① 人と人との絆づくり 

人と人とのつながりは「明るいあいさつ」から始まります。あいさつを通じてコミュニケー

ションを取り、地域づくりに取り組むとともに、いざというときにも助け合える関係を育みま

す。 

② 主体性を持った行動 

だれもが当事者意識を持ち、企画段階から参画し、一丸となって地域づくりを推進します。 

③ 多様な能力の活用と担い手育成 

それぞれの能力や経験を活かした地域づくりを推進するとともに、地域や活動団体等におい

て活躍できる人材の育成・確保に努めます。 

④ ふるさとに感謝 

先人が守り育てた地域基盤や文化、美しい自然環境などに感謝し、未来の市民のために、今

の私たちにできることを精一杯取り組みます。 

 

（２）配慮すべき視点 

① 幅広い世代の参加 

子どもから高齢者までのすべての市民が参画し、それぞれの世代の特性を活かして活躍でき

るように配慮します。 

② 男女共同参画 

だれもが自分らしく輝ける社会を目指し、各人がお互いの能力を認め合い、一緒になってま

ちづくりを進められるように配慮します。 

③ 多文化共生 

市内在住外国人に対して、お互いの文化を理解・尊重しながら、地域活動への参画に配慮し

ます。 
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第４章 市民協働の６つの指針 【条例第４条～第１９条】 

市民参加と協働によるまちづくりを実現するため、６つの指針を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

■指針その１ 市民等の役割の実現 【条例第 4～第 6 条】 

市民、市民活動団体、事業者は、それぞれに求められている役割を実現
していきます。 

（１）市民の取組のあり方 

 

 

○ａ 市民公益活動への参加 市民の取組  

【現状】 

○市民の市民公益活動への参加については、各個人の自主性に委ねられています。 

 

【今後の取組】 

○急速な高齢化や環境問題等、身の周りの課題を認識し、市民としてできることに取り組む

とともに、市民公益活動に関心を持ち、参加するなかで、達成感・充実感を得つつ、自ら

を成長させていきます。 

 

○ｂ 行政活動への参加  市民の取組  

【現状】 

○市民の行政活動への参加については、各個人の自主性に委ねられています。 

 

【今後の取組】 

○自らの生活環境を向上させるため、社会動向や行政運営に関心を持ち、市民として行政運

営や施策を実現する事業等に参加（参画）していきます。 

 

  

■指針その１ 市民等の役割の実現 

■指針その２ 行政参加・協働の推進 

■指針その３ 市民間協働の推進 

■指針その４ 市民公益活動の支援 

■指針その５ 地域コミュニティ活動の振興 

■指針その６ 市民協働まちづくり基金の活用 

まちづくりの主体であることを認識し、自らできることに取り組むとともに、行政活動や市民

公益活動の参加に努めていきます。 
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（２）市民活動団体の取組のあり方 

 

 

○ａ 活動ＰＲ・信頼性の向上 市民活動団体の取組  

【現状】 

○田原市内の市民活動団体は、独自または関係団体、市民活動支援センターと連携して、情

報誌やホームページ、ＳＮＳ等で活動をPR していますが、まだ不足しています。 

○事業の拡大を図るために、法人化する市民活動団体もあります。 
 

【今後の取組】 

○市民や関係団体、地域コミュニティ団体に参加を呼びかけるため、生活に身近な場面や広

報たはら、インターネットを活用したホームページやＳＮＳ、ケーブルテレビ等を媒体とし

て、団体の活動目的・内容をPR するとともに、適正に運営されていることを自己評価・情

報公開し、信頼性の向上を図ります。 

 

○b 市民公益活動や行政活動への参加・協働  市民活動団体の取組  

【現状】 

○市民活動団体の公益活動や行政参加・協働については、各団体の自主性に委ねられていま

す。 

○学学生ボランティアは、積極的に様々な公益活動に参加し、地域社会に貢献しています。 

 

【今後の取組】 

○団体活動に影響を及ぼす社会動向や市の行政運営に関心を持ち、市民活動団体の立場でで

きることに取り組み、団体の公共性と信頼を高めていきます。 

 

  

自らの活動や、市・各種団体との協働を通して、市民等との信頼を築くとともに、まちづくりに

貢献し、自らの活性化を図っていきます。 
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（３）事業者等の取組のあり方 

 

 

○a 事業者等による社会貢献 事業者等の取組  

【現状】 

○事業者や企業は、様々な事業活動の中で地域社会に貢献しています。また、地域や業種ご

とに各種団体を結成し、より広域的かつ多様な地域公益活動にも取り組んでいますが、それ

らは自主性に委ねられています。 

 

【今後の取組】 

○事業者や企業に影響を及ぼす社会動向や市の行政運営に関心を持ち、事業者・企業・関連

団体の立場でできることに取り組み、地域の発展と事業環境の向上を目指していきます。 

 

○b 市民公益活動への参加・支援 事業者等の取組  

【現状】 

○事業者自身や関連団体、企業は、それぞれが可能な範囲で、市民活動団体への社員派遣・

資金協力（寄付等）・会場・資材の提供等を行っています。 

 

【今後の取組】 

○事業者による市民公益活動への協力促進と、その状況の地域社会へのＰＲにより、事業者

（活動）の信頼性を一層高め、地域経済及び市民公益活動の活性化を図っていきます。 

 

○c 行政活動への参加・協働 事業者等の取組  

【現状】 

○事業者の行政活動への参加については、それぞれの自主性に委ねられています。 

 

【今後の取組】 

○事業活動に影響を及ぼす社会動向や市の行政運営に関心を持ち、事業者・関連団体の立場

でできることに取り組み、まちづくりの推進と事業環境の向上を図っていきます。 

 

  

自らの事業活動や、行政活動・市民公益活動への参加・支援等を通して、まちづくりに貢献しな

がら、自らの事業発展を図っていきます。 



まちづくり方針 修正(案) 

12 
 

■指針その２ 行政参加・協働の推進 【条例第９条】 

みんなで、行政活動への市民参加・協働を進めていきます。 

（１）市民参加・参画のあり方 

 

 

○a 積極的な行政情報の公開  市の機関の取組  

【現状】 

○行政情報は、定期刊行する広報たはら等と、随時発行する施策パンフレット等に掲載し、

コミュニティ協議会・自治会を経由する地域文書として、市民に伝えています。 

○インターネットを活用したホームページ（市、市議会等）やＳＮＳ、ケーブルテレビ（市

政番組、議会中継等）、声の広報、市政ほーもん講座等で情報を提供しています。 

 

【今後の取組】 

○情報提供のタイミングを考慮し、内容に応じて方法を整理・選択するとともに、市民に広

報紙やケーブルテレビ番組に関心を持ってもらえるよう、受け手にとって有意義でわかりや

すい情報提供に努めます。 

○インターネットやＳＮＳを効果的に活用して情報提供することにより、さらなる情報の広

がりを図ります。 

 

○b 行政活動への市民参加の拡大 市の機関の取組  

【現状】 

○新たな事業やイベント・行事等について、広報たはら、パンフレット、市ホームページ等

で市民等にお知らせし、市民等による実施や行事への参加を呼びかけています。 

 

【今後の取組】 

○市民等と一体となってまちづくりに取り組むことが「市民協働」の根底であることを市職

員が十分に理解します。 

○遊休資産の活用や地域包括ケアシステムの推進などの課題に対しても、市民協働を踏まえ

て取り組みます。 

○市民等が参加しやすい方法（手法・日時・場所等）に改善するとともに、内容に応じた効

果的なＰＲを検討します。また、市民等が参加（実施）するメリット（能力向上、ネットワ

ークの構築化、精神的な達成感の獲得等）を示せるように工夫します。 

○イベント等で市民や団体、事業者等に協力を得る場合は、事前の打ち合わせ等を十分に行

います。 

 

市の機関は、市民ニーズにマッチした施策内容とするため、情報を公開し、みんなの参加・参画

を得ながら、企画・実現していきます。 
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○c 市民公募委員の導入  市の機関の取組  

【現状】 

○方針・計画等の検討会議等を設ける場合、法令の制限がない限り、各担当課で市民公募委員

を募集し、幅広い市民の意見を把握しながら検討を進めています。引き続き市民公募委員の

募集を行っています。 
 

【今後の取組】 

○広く市民の意見を反映するため、市民公募委員への多数の応募をいただけるよう、発言し

やすい会議運営等を目指します。 

 

○d 市民活動団体等への参画要請の整理  市の機関の取組  

【現状】 

○毎年度、方針・計画等の検討会議、施策推進の協議会等が設置され、中には多くの会議に

参画する団体もあるため、これらの会議が団体運営の負担とならないよう、代表者に限定し

ない参画要請とするなど負担軽減を図っています。 
 

【今後の取組】 

○施策検討への参画要請が団体の負担とならないように、目的に応じて会議の統廃合・整理

を図り、特定の代表者に偏らせず、委員等の男女割合にも留意します。 

○幅広い意見が把握できるよう開催形式・年間スケジュール等を改善するとともに、寄せら

れた意見の反映に取り組みます。 

○参加にあたっては、代表者への要請だけでなく、目的に応じた人材の依頼をし、代表者の

負担軽減を図ります。 

 

○e パブリックコメント制度 市の機関の取組  

【現状】 

○パブリックコメントの手続きに関する要綱を制定し、市役所や市ホームページで公表し、

市民の意見を反映させながら、計画等を策定しています。 

 

【今後の取組】 

○日頃から市民に対して関心をひきつけ、一方的な原案の提示とならないよう、分かりやす

い情報提供に努めます。  
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○f 市民意見の提案制度 市の機関の取組  

【現状】 

○市民からの意見・提案は、市役所・支所等に設置された「提言箱」、田原市ホームページ投

書コーナー「市民の声」等で集められた後、関係各課に送付（定期的に部長会議で報告）さ

れ、関連施策に反映するとともに、必要に応じ提案者に回答しています。 

○平成21 年度に制定した「市民の声」取扱要綱に基づき、公共性のある提言と回答を市ホ

ームページで公開しています。 

 

【今後の取組】 

○現行の提案制度を充実しつつ、制度のＰＲを効果的に行い、より建設的な意見が寄せられ

るよう工夫します。 

 

○g 意見交換のための会議開催 市の機関の取組  

【現状】 

○各分野の関係団体で構成する協議会の設置、コミュニティ協議会が主催する地域懇談会、

各種団体が主催する総会等への出席により意見把握に取り組んでいます。 

 

【今後の取組】 

○会議の設置、地域懇談会等の会議への出席により、団体の個別意見及び総意の把握に努め

ます。 

 

○h アンケート調査 市の機関の取組  

【現状】 

○総合計画の実現状況を把握する市民意識調査（３年ごとに市民・団体・事業者別に実施）、

各分野のアンケート調査（定期又は随時）によって、統計的に市民意識等を把握していま

す。 

 

【今後の取組】 

○施策実施における客観的根拠資料となるよう、アンケート等の調査方法（実施時期・対

象・設問・回答方式等）を改善するとともに、回答率の向上を図ります。また、他の都市と

の比較や経年比較等、多方面な評価と複合させ、本市の強み・弱みを把握します。 
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（２）行政活動における協働のあり方 

 

 

○a 地域コミュニティ団体との協働（委託）  市の機関の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体には、自主防災活動、ごみステーションの管理、交通安全・防犯活

動、広報たはら等の文書配布、福祉活動、公園・排水施設の管理等に加えて、イベントや講

演会への参加や公職委員の推薦など地域関係事項について幅広く依頼し、協力を得ていま

す。 

○市からの依頼業務が増加しており、自治会等の負担となっています。依頼業務での負担を

軽減するため、基本方針を定め、あらかじめ地域に対して依頼業務や行事等の年間スケジュ

ールを提示しています。 

 

【今後の取組】 

○市各課からの依頼事項を整理するとともに、自治会等の規模・能力に応じた依頼内容の弾

力化や支援制度の充実等、負担軽減を検討します。 

○地域コミュニティ団体の抱える課題を考慮し、市からの依頼事項に取り組むことにより、

地域課題も同時に解決できるように工夫します。 

 

○b 地域コミュニティ団体からの要望への対応  市の機関の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体のもつ地域課題（生活環境の整備、諸制度の改善等）に関する要望

は、地域コミュニティ連合会、代表者等による随時の申出によって行われています。 

○市の機関では、コミュニティ担当課または各事業課において、これらに対応するととも

に、平成19 年度からは「まちづくりアドバイザー」に連絡機能（地域の希望把握）を持た

せています。 

 

【今後の取組】 

○地域コミュニティ団体の要望内容を確認・整理するとともに、一緒になって対応策や制度

改善に取り組みます。また、市の機関が実施する個々の施策についても、全体の公平性等を

確保しながら、その地域に即した進め方を検討します。 

  

市の機関は、みんなで取り組んだ方が少ない経費で高い効果が得られるような業務を見つ

け、責任・費用等を明確にしながら実施していきます。 
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○c 特定業務の外部委託（市指定委託） 市の機関の取組  

【現状】 

○専門資格を要する市の業務の実施に関しては、多様化への対応や効率性を考慮し、有資格

者の採用や職員の資格取得による対応から、外部委託（事業者等）による対応に切り替えて

います。 

○公共施設等における専門性を活かしたサービスと効率性の向上を目指して、事業者や市民

活動団体による指定管理者制度を導入し、協働対象事業のリストアップを行っています。 

 

【今後の取組】 

○指定管理者制度を含む既存の委託に加え、協働対象事業について、業務内容に応じた協働

の推進を図ります。 

 

○d 市民等からの提案による協働事業（外部委託） 市の機関の取組  

【現状】 

○平成22 年度から、市の事業について市民から広く事業提案を募る「市民提案型委託制度

（テーマ提示型・自由テーマ型）」を運用しています。 

○市民に広く公募する提案型委託制度の活用により、公益活動が行われています。 
 

【今後の取組】 

○市民・市民活動団体・事業者との協働が可能な事業について実施のあり方を研究し、市民

提案型委託制度の活用等により、成果の向上を目指します。 

 

○e 様々な協働方式の導入  市の機関の取組  

【現状】 

○市の施策の中で、市民・団体等と一緒になって取り組まないと成果を上げられない業務等

においては、協議会等を設けて調整を図っています。 

○柔軟な対応が必要となるイベント等では、市民等による実行委員会方式で実施していま

す。 

○田原市給食センターの運営事業には、ＰＦＩ方式を導入し、効率的かつ効果的な公共サー

ビスの提供を図っています。 
 

【今後の取組】 

○業務内容に応じて、実行委員会方式のほか、市民等の得意分野を活かせるような協働方式

の導入・維持に取り組みます。 

○ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）、ＰＰＰ（パブリック・プライベー

ト・パートナーシップ）等の行政と民間の特性・能力等を活かした方式による業務を実施し

ます。 
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（３）市民参加・協働状況の公表 

 

 

○a 協働会議への報告・一般公表  市の機関の取組  

【現状】 

○市民・市民活動団体・事業者・行政など各主体の市民協働に関する取組は、市民協働まち

づくり会議において状況を報告し合い、市民に公開しています。 

 

【今後の取組】 

○毎年、市民参加・協働状況を項目別に取りまとめ、協働会議や一般市民に公表し、参加・

協働への取り組み方の検討資料として活用できるようにします。 

 

  

市の施策・業務への市民参加・協働の状況は、毎年公表することで、やり方の改善や新たな参

加の拡大を図っていきます。 
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■指針その３ 市民間協働の推進 【条例第 10 条】 

みんなで連携しながら、市民公益活動を進めていきます。 

・市民間協働 …… 市民公益活動における市民・市民活動団体・事業者の相互の協働を指します。 

（１）市民間協働のあり方 

 

 

○a 市民公益活動における連携・協力・援助 市民等の取組  

【現状】 

○イベントにおける団体の連携や事業者の協力等、市民公益活動においても協働が行われて

おり、市民活動支援センターを通じて情報発信も実施されていますが、その状況は十分に把

握されていません。 

○事業者の活動において、市民公益活動を支援する取組も見られますが、そうした内容は十

分に市民等に知られていません。 

 

【今後の取組】 

○市民活動団体やその活動内容が、充分に知られていないため、まず市民活動支援センター

の機能の充実等を進めながら、それらを周知し、連携・協力・援助によって解決できること

を把握し、その促進を図ります。 

○事業者による市民公益活動への支援やそれらの情報を広く市民等に伝達する仕組みを検討

し、活動の活性化を図ります。 

○市民公益活動が必要な場所で展開できるように、多様な連携による活動の活性化を図りま

す。 

 

○b 市民活動団体による市民活動の支援 市民等の取組  

【現状】 

○各種団体の連合組織やＮＰＯの育成・連携を目指した市民活動支援センター等の中間支援

組織が存在し、市の関係課と協力しながら市民公益活動の活性化や各種調整を行っていま

す。 

○中間支援組織による、団体同士の交流を図るイベント等が開催され、団体間のつながりが

形成されています。 
 

【今後の取組】 

○各市民活動団体の活性化を図るため、互いの能力の向上や連携による課題解決を目指し、

市民活動団体による市民活動団体のための自主的な支援活動の促進を図ります。 

  

市民公益活動によるまちづくりを推進するため、市民、市民活動団体、事業者が得意な分野

で、相互の連携（協働）を進めていきます。 
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○c 市民間協働の促進のための支援 市の機関の取組  

【現状】 

○市の機関は、市民公益活動における市民等の連携を進めるため、市民活動支援センターの

設置や活動をＰＲするイベントの開催を支援しています。 

 

【今後の取組】 

○市民公益活動における連携の意向（他の団体に対する協力要請等）や実現状況を把握する

とともに、連携・協力・支援が進められるように、情報ネットワークの形成や活動・人材情

報の把握・提供に取り組みます。 
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■指針その４ 市民公益活動の支援 【条例第 11 条～第 13 条】 

市の機関は、活動環境の整備、情報提供、人的支援、財政的支援により市民

公益活動の促進を図ります。 

（１）活動環境の整備のあり方 

 

 

○a 施設等の整備・利用改善 市の機関の取組  

【現状】 

○市民や団体等の活動拠点として、市民館をはじめ、文化会館や運動施設等を整備すると

ともに、あいち共同利用型施設予約システムの改善、利用負担の減免等により利便性の向

上、活動の活性化を図っています。 

○合併や人口減少により、重複した施設や行政目的を終えた公共施設も増加しているた

め、公共施設の適正化に取り組んでいます。 

 

【今後の取組】 

○公共施設の集約化や重点化、複合化等を踏まえ、公共施設のサービスの適正化を図りま

す。 

○公共施設の長寿命化を図るとともに、未利用施設の利活用を進めます。 

 

○b 市民公益活動の環境整備 市の機関の取組  

【現状】 

○市民等が安心して市民公益活動に取り組めるように、市において社会貢献活動災害補償

制度を設け、一定の範囲内で傷害等を補償しています。 

 

【今後の取組】 

○公益性の高い活動について、社会貢献活動災害補償制度を継続し、主催者及び参加者の傷

害等に対応する体制を維持するとともに、必要に応じ、制度内容を見直します。 

 

  

市の機関は一体となって、市民公益活動のための施設整備、施設利用の利便性の向上や、安

心して活動できる環境の確保に取り組んでいきます。 
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（２）情報提供のあり方 

 

 

○a 市民公益活動の市民等への情報提供 市の機関の取組  

【現状】 

○公益性の高い活動（共催・後援事業等）については、可能な範囲内で、広報たはらや市

のホームページ、ＳＮＳ等で紹介するとともに、自治会を通じた回覧・配布文書、公共施

設等でのポスター掲示により、必要な情報を提供しています。 

○市民活動支援センターを介して、支援センターホームページ、広報たはら、ＳＮＳ等で

市民活動団体等の取組を紹介しています。 
 

【今後の取組】 

○市民等への市民公益活動の情報提供について、市民活動支援センターが主体となり、広報

活動を行うとともに、より市民活動への期待や関心が集まるような紹介の仕方を工夫しま

す。 

 

○b 行政情報の提供 市の機関の取組  

【現状】 

○市で把握できる市民活動団体に有益な国県等の情報は、できる限りお知らせするように

しています。 

○市が保有する住民情報等は、個人情報保護法・条例の取扱基準に従う必要があります。

原則として市民活動団体には提供していませんが、地区自治会等が行うひとり暮らし高齢

者の見守り活動に対し、申請により住所、氏名、性別、年齢を掲載した一覧表を貸し出し

ています。 

○市が保有する住民情報等については、個人情報保護法・条例の取扱基準に配慮しなが

ら、自治会が行う住民福祉向上活動に対して、閲覧制度等を設けています。 

 

【今後の取組】 

○法の範囲で現状の閲覧制度等を維持・改善しながら、市民活動団体の活動情報や国・県・

市などの各種支援施策の積極的な伝達や市が保有する住民情報の提供の是非を検討します。 

 

  

市の機関は、市民公益活動の情報発信に協力するとともに、個人情報保護に留意しながら、必

要な情報を提供していきます。 
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（３）人的・財政的支援等のあり方 

 

○a 市民公益活動への人的支援 市の機関の取組  

【現状】 

○人材育成に役立つ講演会・講座等の開催、市民活動支援センターによる活動相談や「ま

ちづくりアドバイザー」の派遣、自主防災活動推進地区の支援等を行っています。 
 

【今後の取組】 

○市の機関の職員等が各種団体に参加する機会をできる限り多く設け、市民等と市役所の相

互理解や信頼の構築を進めるとともに、自らの見識の向上も図ります。 

○事業担当課だけでなく、全課室がさまざまな分野の市内市民活動の状況を把握し、市役所

全体で連携し、市民公益活動を支援します。 

 

○b 市民公益活動への財政的支援 市の機関の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体や各分野の団体に対して、市の施策の推進に関連した補助金が支

出されています。 

 

【今後の取組】 

○“市民の手”によるまちづくりを推進するため、市民協働まちづくり基金を活用した市民

公募型補助事業を継続し、効果的な支援を目指します。 

○より利用しやすい補助制度とするため、募集スケジュールや申請手続き、審査方法の改善

を図ります。 

 

○c 市民公益活動へのその他の支援 市の機関の取組  

【現状】 

○田原市後援等取扱要綱に基づき、市の施策に合致する市民公益活動（イべント等）につ

いては、共催または後援し、施設利用料の減免や活動のＰＲに取り組んでいます。 

 

【今後の取組】 

○引き続き、共催・後援等の承認を行い、優良活動表彰制度や公的認証制度の検討など市民

公益活動の促進策に取り組みます。また、市民ニーズを把握し、必要となっている市民公

益活動を活性化させるための支援メニューを検討します。 

 

  

市の機関は、市民公益活動に対して、人的、財政的、その他の必要な支援を行います。 
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（４）市民間協働の支援のあり方 

 

○a 市民間協働の促進のための支援 市の機関の取組  

【現状】 

○市の機関は市民公益活動における市民等の連携を進めるため、市民活動支援センターの

設置や活動をＰＲするイベントの開催を支援しています。 
 

【今後の取組】 

○市民公益活動における連携の意向（他の団体に対する協力要請等）や実現状況を把握する

とともに、連携・協力・支援が進められるように、情報ネットワークの形成や活動・人材

情報の把握・提供に取り組みます。 

※再掲 

  

市の機関は、市民同士の協働が進むように、交流の場・機会を設けていきます。 
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■指針その５ 地域コミュニティ活動の振興 【条例第 14 条～第 18 条】 

まちづくりの基礎となる地域コミュニティ団体をみんなで活発にしていきま

す。 

（１）地域コミュニティ団体の振興のあり方 

 

① 市民・市民活動団体・事業者の参加 

○a  市民の加入・活動参加 市民の取組  

【現状】 

○市民は、地元の自治会（区、町内会等）に所属し、その互助活動に参加することによっ

て生活に身近な課題に対処するとともに、コミュニティ協議会の活動における役割に従事

したり、関心のある行事等に参加したりしています。 

○近年、アパート居住者等に、これらの活動に参加しない市民もいるため、役割分担やル

ールの不徹底等の問題が生じています。そこで、事業者や行政と連携し、市民の自治会加

入促進を図っています。 

○近年の人口減少、少子高齢化の進行、地域活動への関心の低下、ライフスタイルの多様

化等により、地域活動の運営の担い手、活動の担い手確保が困難となってきている地域も

あります。 

 

【今後の取組】 

○市民が生活する地域への愛着と誇りを持ち、互いに助け合うことの必要性とそれぞれが果

たすべき責任を認識しつつ、身近な自治会やコミュニティ協議会の活動に参加し、自らが

できることに取り組みます。 

 

○b 市民活動団体の加入・活動参加 市民活動団体の取組  

【現状】 

○従来から存在する互助的な市民活動団体は、その所在地域の自治会やコミュニティ協議

会の構成員として、さらに協力団体として活動に参加していますが、その状況は地域ごと

で異なっています。 

○ボランティア団体やＮＰＯ等の新たな市民活動団体は、その活動が認知されていないた

め、自治会やコミュニティ協議会の構成員になることは少ないのが現状です。 

○地域活動の運営の担い手、活動の担い手として、ボランティア団体やＮＰＯ等の市民活

動団体は、自治会やコミュニティ協議会との連携や参加が期待されています。 

 

【今後の取組】 

○市民活動団体の構成員が属している地元の地域コミュニティ団体に加入または活動参加す

ることにより、団体への理解・協力を得ながら、相互に連携し合う関係を構築し、自らが

できることに取り組みます。 

地域コミュニティ団体をみんなで活発にしていきます。 
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○c 事業者の加入・活動参加 事業者の取組  

【現状】 

○事業者は、事務所や工場等の所在地域の自治会等にできる範囲で協力（賛助会費負担、

場所や器材の提供等）しています。農地、農道・水路などの地域環境の保全に関係する農

業関係団体の役員などが、地域コミュニティ団体の構成員に加わっているケースもありま

す。 

○事業者は、地域活動の運営の担い手、活動の担い手として、自治会やコミュニティ協議

会との連携や活動等への参加が期待されています。 

 

【今後の取組】 

○事業者として、可能な範囲で関わりのある地域コミュニティ団体に加入し、活動に参加し

ます。 

 

② 市の機関の支援 

○a 地域コミュニティ団体の振興策 市の機関の取組  

【現状】 

○平成18 年度に策定された田原市地域コミュニティ振興計画が、平成29 年度に改定さ

れ、コミュニティ担当課において連絡の調整や活動の支援が行われています。 

 

【今後の取組】 

○市は、地域コミュニティのあり方の検討、まちづくり計画の改定支援、活動拠点の充実、

補助金等支援制度・委託業務の最適化など、地域コミュニティ振興計画に掲げる取組の実

現に努めます。 

○市は、地域コミュニティ団体が抱える課題の解決や、地域活動の担い手育成など、支援体

制の構築を図ります。 

 

○b 地域コミュニティ団体の意見の反映 市の機関の取組  

【現状】 

○地域に影響の大きい市の施策は、計画・実施に際し、コミュニティ協議会や自治会を対

象とした説明会を開催し、地域住民の意見を把握しながら進めています。 

 

【今後の取組】 

○市の施策において、地域への影響や関わりが大きなものについては、自治会やコミュニテ

ィ協議会等で民主的な方法で集約された地域の意見に配慮しながら進めていきます。ま

た、市全体のまちづくりの実現に留意しつつ、まちづくり推進計画等における地域の取組

方針に配慮します。 
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○c 地域コミュニティ団体の認定制度 市の機関の取組  

【現状】 

○田原市市民協働まちづくり条例施行規則に基づいて、基準以上の運営を行っている地域

コミュニティ団体を認定（公証）しています。 

認定状況（令和5 年４月現在） 

コミュニティ協議会  20 協議会 

校区  ６ 校区 

自治会  ４ 自治会 

 

【今後の取組】 

○地域コミュニティ団体の活性化の手段の一つとして、田原市市民協働まちづくり条例施行

規則の規定項目について、現状を踏まえて定める基準以上の運営を行っている地域コミュ

ニティ団体を認定（公証）します。 

 

（２）地域コミュニティ団体の取組のあり方 

 

① 組織体制の改善 

○a 組織の見直し  地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○自治会は過去の経緯によって形成されており、規模も形態も様々となっています。 

校区、コミュニティ協議会は、ある程度の部分は市から提示された形式にそって形成さ

れています。 

○平成23 年度には田原市地域コミュニティ連合会が発足し、より自主的な地域活動が展開

されています。 

 

【今後の取組】 

○地域コミュニティ団体への期待に応えるため、市との協働関係や地域コミュニティ団体の

機能分担等を考慮し、最適な組織体制を検討し、それぞれの組織の改善に取り組みます。 

○地域活動の担い手が不足する中、将来を見据えた持続可能な組織作りに取り組みます。 

 

  

地域コミュニティ団体は、身近なまちづくりに自主的に取り組んでいきます。 
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② 市民等の参加機会の確保 

○a 加入・参加の拡大  地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○自治会は、世帯単位の加入となっていますが、アパート居住者等を中心に未加入者が増

加する傾向にあり、市街地中心部で加入率が低下しています。 

○地域コミュニティ連合会では、転入・転居者向けに自治会加入促進リーフレットを作成

し、自治会加入促進を図っています。 

○総会やイベント等の活動は地域によって異なり、その参加状況も地域によって異なって

います。 

 

【今後の取組】 

○市民等に地域コミュニティ団体の運営ルールや活動状況を公開・周知し、新たな加入・参

加の促進に取り組みます。 

○若者、女性、高齢者等、様々な年齢層が能力を活かせる場を提供し、新たな人材の育成・

確保に取り組みます 

 

③ 課題対処等の取組 

○a 地域課題の対処 地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体のそれぞれが役割分担しながら生活に身近な課題に対処していま

すが、住民のライフスタイルやニーズが多様化するとともに、担い手不足が問題となって

います。 

 

【今後の取組】 

○自助（自ら取り組む）・共助（自らできないことを隣近所や自治会等で取り組む）・公助

（共助で対応できないことを行政で取り組む）による補完性の原理を基本に、地域住民の

相互理解に基づく課題対処に取り組みます。 

○地域特性により異なる様々な地域課題に対応するため、若者をはじめ地域以外の住民や企

業、地域にない知識や技能を持つ者の視点を取り入れます。地域で活動する多様な団体と

の連携、事業化の検討等、従来の概念にとらわれず、新たな視点を持ち課題対処に取り組

みます。 
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④ 関係団体との連携 

○a 地域コミュニティ団体との連携 地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○コミュニティ協議会の連絡調整の場として田原市地域コミュニティ連合会の理事会が開

催されています。 

○六連、神戸、大草、田原東部の４コミュニティ協議会で連携する組織（田原市東部太平

洋岸総合整備促進協議会）、和地、堀切、伊良湖の３コミュニティ協議会で連携する組織

（田原市西部表浜地域環境整備協議会）は、市と連携しながら地域課題への対応を進めて

います。 

○まちなか賑わいづくり実行委員会（田原市中心市街地）、赤羽根地区まちづくり推進委員

会（赤羽根市街地）、清田・福江校区まちづくり推進協議会（福江市街地）が地域の活性

化や賑わいの創出に向けた取組を行っています。 
○田原中部地区景観まちづくり検討会が、田原中部地区の景観形成に向けた取組を行っていま

す。 
 

【今後の取組】 

○地域課題の対処にあたり、必要に応じて隣接または関連する地域コミュニティ団体と連携

し、互いの役割・立場を理解しながらまちづくりを進めます。 

 

○b 地域の各種団体との連携 地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○子ども会や老人クラブ等の従来型の団体は、地域コミュニティ協議会の構成員となるな

ど連携が見られます。また、ＮＰＯ等と連携して地域活性化に取り組むケースも見られま

す。 
 

【今後の取組】 

○地域課題への対応とともに、地域活動の担い手確保のため、専門分野で活動するＮＰＯや

ボランティア団体等の市民活動団体との連携・相互協力に取り組みます。 

 

⑤ 意見の集約・代表 

○a 意見の把握 地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体は、生活に身近な課題について、必要に応じて連絡機能や会議等

を通じ、住民等の意見を把握しています。 

 

【今後の取組】 

○住民等が自由に意思表示し、それを民主的に汲み取ることができる体制を確保するととも

に、その前提として関連事項の情報提供・公開に取り組みます。 
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○b 意見の集約・代表 地域コミュニティ団体の取組  

【現状】 

○地域コミュニティ団体は、生活に関連する市の施策や事業者の事業等について、必要に応

じて住民意見を集約し、要望や同意等の意思を表明しています。 

 

【今後の取組】 

○地域に関する課題の関連情報を収集し、十分に理解したうえで、地域内の様々な意見を掌

握し、これらを民主的な方法によって集約したものを地域意見として表明します。 
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■指針その６ 市民協働まちづくり基金の活用 【田原市基金条例】  

市民協働まちづくり基金を、市民の連帯、地域振興、市民公益活動の活性化

に、みんなで有効活用していきます。 

（１）基金管理のあり方 

 

 

○a 合併特例債積立部分の確保・管理・運用 市の機関の取組  

【現状】 

○市の合併に対する国の支援として用意された手法（合併特例債による借入）を中心に原

資を積み立てています。基金の設置目的に沿った活用以外にこの部分の取崩しはできませ

ん。 
 

【今後の取組】 

○原資を定期預金等で運用し、その運用益によって市民のネットワークの構築、地域振興及

び市民公益活動の促進を図っていきます。 

○経済情勢や市の財政状況に応じて、原資を含めて、コミュニティの拠点施設等の整備やま

ちづくりのために活用していきます。 

○コミュニティ施設等の老朽化による整備補助金の増加や社会情勢・経済の変化等に備え、

合併特例債を借入れ、原資を積み立てます。 

 

○b 一般寄付等による積立部分の確保・運用 市の機関の取組  

【現状】 

○この基金は市民等の寄付による積み立てもできるため、市民公益活動の支援財源を確保

するために、寄付金の募集をホームページ等で周知しています。 
 

【今後の取組】 

○一般寄付等によって積み立てられた原資は、取り崩して使うことも運用益を利用すること

も可能であるため、ニーズに応じて振り分け、活用していきます。 

○ふるさと納税における、寄付の使い道として「地域の助け合い」の応援を指定した寄付金

は、地域助け合いのために運用していきます。 

 

  

現在または今後の市民公益活動の資金を確保するための基金を適正に管理し、寄付の増加に

取り組みます。 
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（２）基金及び基金運用益等の活用のあり方 

 

○a 市の機関が実施する関係事業への基金及び基金運用益等の充当 市の機関の取組  

【現状】 

○基金は、必要に応じ取り崩し、以下の事業に充当することができます。 

・コミュニティ施設等整備補助金 

・市民協働まちづくり事業補助金 

・市民提案型委託事業 

・市民活動支援センターの運営 

・市民館整備事業 

○基金運用益は、市が市民活動を振興するために設置している市民活動支援センターの事

業費用及び市民協働まちづくり事業補助金等に活用しています 
 

【今後の取組】 

○毎年度の発生する基金運用益等は、設置目的（市民のネットワークの構築、地域振興及び

市民公益活動の促進）に即して、まず、市民公益活動（公募）の補助経費に充当し、残額

は基金の目的に即して実施される市の関係事業の財源または基金積み立てに利用します。 

 

○b 基金及び基金運用益等を活用した市民公益活動の支援 市の機関の取組  

【現状】 

○基金を活用し、コミュニティ施設等整備補助制度により、市民公益活動の拠点となる施設

の整備費を助成しています。 
○基基金の運用益を活用し、市民協働まちづくり事業補助制度等により、市民活動を支援

しています。 
 

【今後の取組】 

○市民公益活動の活性化や協働意識の向上のため、基金の運用益を活用した支援制度等を見

直し、さらなる充実化を図ります。 

○市民公募型支援制度の積極的な活用が図られるよう、制度の改善や効果的な制度紹介を行

うとともに、新たな市民公益活動が生まれるような方策について検討します。 

○補助採択事業で公益性の高い活動と認められた事業については、各事業担当課において個

別支援制度の創設を検討します。 

 

  

みんなが必要と考える市民公益活動に、基金及び基金の運用益を活用していきます。 
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第５章 市民協働まちづくり会議の運営 【条例第１９条】 

（１）運営方法 

条例及び施行規則等に基づき、市民協働まちづくり会議を運営します。 

① 会議の委員 

○公募市民、市民活動団体の関係者、事業者団体の関係者、市の機関に属する者、学識経験者

等の市長が選任する15 人以内の委員で構成し、任期は2 年間です。 

② 会議の運営 

○会長、副会長は委員の互選により決定し、会長は、会議の代表、会務の総理、会議の招集等

を務めます。 

③ 会議の開催 

○年2 回を定例会とし、必要に応じて臨時会を開催します 

 

（２）協議事項 

この会議は、次の3 つの区分を協議事項とします。 

① 市民協働促進方針の策定・改定等 

○方針の策定 

市民、市民活動団体、事業者及び市の機関が、権利義務・役割を認識し、相互理解と信頼

のもとに、参加と協働によるまちづくりを推進するため、本市の現状を踏まえた一定期間

の取組方針を検討します。 

○状況確認 

協働促進方針に掲げる「取組の進捗」及び「目標達成等」の状況を確認・評価します。 

○方針改定 

取組の実現状況等を踏まえ、協働促進方針の改定を検討します。 

② 市民協働促進方針に関わる施策の検討 

○行政参加と協働の促進に関する施策 

○市民公益活動における協働の促進に関する施策 

○市民公益活動の支援に関する施策 

○地域コミュニティ振興に関する施策（支援・認定基準） 

○基金活用の施策（運用益等活動支援） 

③ その他の必要事項の調整 

○その他協働に関する調整事項、その他委員提案等 
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第６章 方針の評価 

 

田原市の現状を把握し、この方針をより良いものに改善するためには、取組状況を確認し、評

価する必要があります。 

（１）取組状況の把握 

指針の各項目に関する市民、市民活動団体、事業者及び市の機関の取組の状況を、毎年収集

し、整理します。 

 

（２）評価の実施 

この方針改定から10 年後となる令和9年度に、方針各項目に関する取組状況から、各方針

等に対する達成度や有効性・課題等を分析・評価し、改善策を検討し、方針改定に反映させま

す。社会情勢の変化によっては、方針改定の時期を変更することがあります。 

  



市民活動支援制度について 

１ 令和６年度市民活動支援制度（予算要求段階） 

 市民協働まちづくり事業補助金                        

（１） 通常枠（公開審査会） 

市内の市民活動団体が行う公益的な事業（地域づくり、福祉、環境保全等）の事業費の一部を

支援する制度。団体の自立を促し、目的実現を支援するため、補助は３年を限度としている。 

（補助率１／２、上限２０万円） 

○補助額５万円以上２０万円以下（補助対象経費１０万円以上）の事業 

（２）少額枠（書類審査） 

市内の市民活動団体が行う公益的な事業（地域づくり、福祉、環境保全等）の事業費の一部を

支援する制度。団体の自立を促し、目的実現を支援するため、補助は３年を限度としている。 

（補助率１／２、上限４万９千円） 

○補助額５万円未満（補助対象経費１０万円未満）の事業  

（３）新規団体枠（書類審査） 

新しく設立された団体（当該年度に設立満３年に満たない団体）の活動経費の一部を支援する

もので、市民活動団体の新しい担い手づくりを目的とする。 

（補助率１０／１０、上限５万円） 

（４）チャレンジ枠（書類審査） 

市民活動の担い手を増やし、地域活性化につなげることを目的として、青年層の市民団体（概

ね１８～４０歳の市民５人以上で構成）による公益活動を支援する制度。若者が公益活動にチャ

レンジし、楽しみながらまちづくりに取り組めることを期待する。 

（補助率１／２、上限１０万円） 

（５）人材養成枠 

団体の活動に関する専門知識を習得する講座・研修等で、公益活動の推進に有効なものに対す

る参加費や旅費を支援する制度。 

【講座】（書類審査） 

需用費等必要経費（上限２万円） 

【視察枠】（非公開審査会） 

旅費等必要経費（上限４万円） 

 

市民提案型委託事業制度                             

 市民活動団体からの提案による事業の委託制度。市が目的を決めて募集する「テーマ提示型」と、

団体が分野や取り組みを自ら考えて提案する「自由テーマ型」がある。 

【テーマ提示型】 

（１） 募集期間：４月１日～５月３１日(予定) 

（２） 募集テーマ：男女共同参画啓発事業（委託費上限：１３０,０００円） 

【自由テーマ型】 

（１） 募集期間：４月１日～７月３１日（予定） 

 

社会貢献活動災害補償制度                            

市民公益活動（社会貢献活動）中の万一の事故に対して、田原市社会貢献活動災害補償制度により、

一定額の補償を準備し、活動者又はその指導者が安心して活動していただくことにより、市民協働の

まちづくりの促進を図る。 

資料５ 



２ 市民協働まちづくり事業補助制度の現状と課題 

 

（１）R5.3 に補助金交付要綱を見直し 

・新規団体枠の対象団体要件を２年未満から３年未満に変更した。 

・交付決定額の７割を前払いすることができるようにした。 

・「地域の伝統文化の継承を図る事業」をすべての枠（人材養成枠除く）の対象分野とした。 

 

（２）5 年以上活用がない補助金枠も毎年予算を要求している 

・チャレンジ枠 H31 以降活用なし 

・人材養成枠 H30 以降活用なし（31 年度は申請があったがコロナで中止） 

■通常枠や少額枠に統合し、活用できないか検討したい。 

 

（３）補助金関係書等の作成等が団体の負担となっている（ハードルが高い） 

・書類は、他市の申請書様式と比べ田原市の申請書類は簡素化されている。 

・審査会は、通常枠のみ公開で行っている。（他の枠は書類審査） 

・報告会は、関係団体、市役所の関係課職員以外の一般の聴講者は少ない。 

・補助金の活用実績は田原市のホームページに掲載し、いつでも閲覧できる。「市民活動だ

より」にも補助金の活用実績を掲載している。 

■豊川市、新城市は報告会なし、報告会を廃止できれば負担は軽減されるのではないか。 

 



 

各委員の取組状況・意見 
 

１ 田原市文化協会   藤井 正剛 委員 

○「市民協働」と、かしこまって言えるかどうか不明であるが、これまで、ス

ポーツ協会（剣道）文化協会の役員、NPO 法人活動への応援、そして地域コ

ミュニティの役員等に関わってきました。きっかけは学生時代からの活動、仕

事、地域との関わり（ご縁）等様々であったが、基本的に事務局的なかかわり

が多く、市民全般には当てはまらないと思っているので、今回の会議で感じた

点を列記したい。 

①少子・高齢化時代を今以上に意識する必要あり。 

②活動の参加者の拡大は、情報提供と生徒、学生（学生ボランティア）等、若

い時期から参加の機会をつくる事必要 

③地域コミュニティ団体と市民活動団体との連携は活動エリアの違いもあり、

市民活動支援センター、市民館等、コーディネートが大切である。モデル的な

事業等、実績づくりが必要か。 

 

 

２ 渡会 美加子 委員 

別紙のとおり 
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ホワイトボード まちづくり・市民活動 みんなの声一覧 2023 年 3 月～12 月 

 

 

 

 

 

 

 

  ※読み易いように、ひらがなを漢字にしたり、文末の表現を変えたりしています。 

  ※似たような記述に関しては（数字）でまとめています。 

  ※その他、過激なものや誹謗中傷といったものはセンターの判断で一覧に挙げていません。 

 

☆まちづくりについての意見 

「田原・渥美・赤羽根の格差を無くしてほしい。渥美は農場ではなく、人が住んでいます。レイの跡地旧 

ＪＡの跡地を活かして 100 均 服屋 本屋、若い子が過ごす所を作ってください」 

「田原市は農業 1 位なのに、それを支える農家に手が差し伸べられていない。後継者がいない農家など 

の土地 を活用し、若いフリーターが働ける給料制の市営農場を作り、いずれ土地を譲りうけ農家とし 

て独立できるようなしくみを作ってほしい」 

「今後日本の人口が減っていく中で、田原市がいくら「若い世代を」と願っても限界はあります。それよ 

りも「年を取っても暮らせる町」を作ってほしい。早いうちに方向を変えた方がいいと思います。岬の 

先の方に病院もお願いしたい」 

「田原市独自の一律給付金がほしい。物価が高く、生きるのがつらい」 

「また、“エコフェスタきらり宝市”を再開してほしい」（２） 

 

「田原駅前が死んでいる。お店があってもぱっとしない。まずはコンビニがあると違ってくる」（２） 

「結局田原だけでは買い物が終わらないので豊橋豊川浜松方面に人が流れ、田原が潤わない。考えてもら 

いた い。不便」   

「若者が戻ってくる街にしてほしい」 

「服屋がほしい。いずれ若い子が田原市街地に流れ、渥美の農業は終わります。赤羽根は海だけでなく人 

もいます。観光はもちろん住む人のライフラインを作ってください」 

「いろいろな施設が入っている巨大スーパー。そういうものがあると子どもが遊びやすいので」 

 

「特別支援学級の子が進路先として考えられるところを増やしてほしい」 

「児童クラブを 18：30 まで開いてください。小１の壁という言葉もあります。30 分延びるだけで働いているママの 

心の負担は軽くなります。検討を！」   

「保育園の写真が少なすぎる。ネット販売してほしい。田原は遅れてる！」   

「保育園・学校の給食費を無料にしてください」「子どもが少なすぎて小学生の登下校が単独になっている。危険。

これでは子育て世代がどんどん離れていく」 

「中学・高校・大学生が部活終わりや遊んで家に帰る時間の交通手段が全くない。親の送迎しか手段がな 

いのは子育てしやすい環境とは言えない」 

「中学、高校の制服をスカートとズボンの選択式にしてほしい」 

「いじめにあってます。つらいです。いじめが起きてるのに何もしない田原ってどうなんですか」 

「夜中に豊橋まで行かなくても乳幼児のケガや病気に対応できる方法を考えてほしい」 



 

「大人が楽しめる公園がほしい。健康遊具のある公園」「大きな公園くつろげる公園（中央公園は駐車場と草の

山しかないです）子育て若夫婦・老人の健康のためにもなります」 

「公園もいいが管理をしっかりしてもらいたい。利用しない公園はいらない」 

「公園でのスケボーがうるさい上に小さな子が遊ぶのが危険。スケボーのための公園整備をお願いした 

い」（東明石 3 号公園周辺） 

「公園の草が伸び放題で遊べない。作るだけでなく、管理にも目を向けてほしい」 

 

「図書館の開館時間を 9 時から 21 時に延長してほしい」 

「図書館の開館を１０時では遅いのでもっと早くしてほしい」（２） 

「もっと夜遅くまで自習室を開けてほしい」  「文化会館のライトを明るくしてほしい」 

 

「バス停が分かりにくい。何行きとかバス停の場所とか」 

「バスの時間を増やしてほしい」（３）「家から学校までが遠いのでスクールバスを手配してほしい」 

「ぐるりんバス（サンテパルク線）をもう少し遅い時間の便をつくってほしい」 

「バス代安くして」 

「バス代電車代が高すぎ、高いから利用者減るという悪循環に。特に渥美の方は電車もなく、交通の便が悪すぎ

る」 

 

「電車を新しくしてほしい」（２）  「伊良湖まで電車走らせて」  「電車代が高すぎる。」（４） 

 

「草を刈ってほしい」  「町中にハーブいっぱい。香りは認知症予防になります」 

 

「『かわぐち』までカキ氷を食べに行ったが、そこまで行く道中でもいろんなお店があったので、スィーツやお食事

処のおススメチラシとか作成してくれるとありがたい」 

「ポケふた（ポケモンの絵が描かれたマンホールの蓋）で観光客を呼べます」 

「除草剤のない町！草も木も資源に」 

「東京のようになってほしい。田原を世界一の年に」  「世界一まで都会にならなくてもよい」 

「今のままの田原市が最高です」 

 

 

☆諸施設の誘致・建設に関する意見・要望 

 ・単身低所得者でも住める戸建て住宅  ・緊急病院だけでなく夜もやっている病院  ・偏差値の高い大学 

 ・全国大会ができる体育館 

 

・こどもの遊び場（10）：ご意見―安全に遊べる場所、めっちゃ騒げる所、無料の食堂   ・大きなおもちゃ屋 

・ベビー子ども用品店（４）    ・実験場  ・昔ながらの駄菓子屋  ・アンパンマンミュージアム 

 

・パン屋  ・健康なごはん屋  ・びっくりドンキー（３）  ・タリーズ  ・スターバックスカフェ（27）・マクドナルド 

・韓国料理屋  ・ミスタードーナツ（６） ・ドン・キホーテ（３）  ・無印良品（２）  ・コストコ   ・フードコート 

・大型ショッピングモール（11）：ご意見（モールを田原につくって税収・働く場所・雇用促進をしてほしい） 

・ケンタッキー・フライド・チキン  ・はなまるうどん  ・ダイソー（９） 

 

・ユニクロ  ・GU（４）  ・若者向け服屋 

 



・ラウンドワン（４）  ・アスレチック（４）  ・スケボーパーク  ・インドアテニスコート  ・バッティングセンター（２） 

・市民プール（４） 

 

・田原ドーム  ・映画館（10）  ・ゲームセンター（７）  ・アニメイト（５）  ・トレーディングカード専門店（７）  

 ・プリントシール機  ・ボーリング場  ・デートスポット  ・治安のいいカラオケ屋 

 

・ペットショップ（２）  ・犬カフェ（６）  ・猫カフェ（４） 

・小型犬・大型犬が分かれているドッグラン（２）：ご意見（ドッグランには人が集まります、他県からも） 

 

・大きい遊園地  ・室内外での遊び場（２）  ・水族館（２） 

 

・スーパー銭湯  ・市営の温泉 

 

・イベント会場（２）   ・ライブ会場  ・興行施設 

 

・公園-大人も利用したくなる、健康器具付きの大人の、子どもが安心して遊べる、ポケモン、 

渥美地区に子ども向けの、バスケットボールができる 

・海が眺められるスポットや施設 

 

・子ども食堂、おとな食堂 

 

・田原駅と伊良湖地区にコンビニ  ・田原駅にお土産施設 

 

・競艇の場外船券売り場 

 

・山深い大自然  ・落ち着ける場所  ・子どもと大人が交流する場所   

・生きづらさを抱える人達の交流の場（居場所）  ・白谷海岸にもう一度大きな子が遊ぶ遊具 

 

 

☆その他 

「出た意見を広報たはらに掲示して進捗状況、出来る出来ないを教えてください」 

「市民の声を聞いて実行してほしい。ちゃんと形にしてください」 

「みんなの声を聞いて一覧にしてありますが、その声をどのようにしているか説明してほしい」 

「図書館のフリースペースのイスをもっとやわらかくして」 

「サーティーワンがなくなって悲しいです」 

「水と電気を大事に使おう」 

「宿題減らしてほしい」 

「子猫がほしい」 

「きれいに咲いたアジサイ。水を欲しがってます。水やりを忘れないで」 

「8 年ぶりに図書館に来たら休みでした。今でもきれいで感動しました。また来ます」 

「田原から再生可能エネルギーの発展、発信に向けて図書館で勉強しています。図書館の専門書利用させても

らい、感謝です」 

「犬の人気が世界一になってほしい」 

 

 



その他

 市民協働まちづくり基金・運用益充当ルール及び充当事業（R5.4.1から運用）

１．市民協働まちづくり基金の充当ルール

（１） 運用益等

・公募型市民協働まちづくり事業補助制度、市民活動支援センター運営業務委託等の市民協働ソフト事業に充当

　する。

（２） 取崩し

・地域コミュニティ施設等整備補助（地区自治会等におけるハード事業）の補助金（補助率1/2、補助限度額

　2,500万円）に充当することができる。（取崩し対象補助金の限度額変更）

・公募型市民協働まちづくり事業補助制度、市民提案型委託事業、市民活動支援センター運営費等の市民協働

　ソフト事業(経常的・臨時的）に充当することができる。(新規）

・市民館等の長寿命化対策等の整備費(個別施設計画に記載されたものに限る）に充当することができる。(新規）

（３） 取崩しの制約等

・基金の設置目的に沿った事業であること。

・新市建設計画に記載された事業であること。

・基金の原資となる合併特例債の借入れの償還が済んだ範囲内であること。

・経済情勢や財政状況の変化等に応じ、基金の充当ルールを随時見直しをする。

２．市民協働まちづくり基金充当事業

○ 地域コミュニティ施設等整備補助金(変更）

補助率 補助限度額 基金(現行） 基金(R5～）

２分の１以内 5万円～2,500万円※
取崩し
補助額100万円以上

備品 ２分の１以内 1万5千円～30万円

防犯カメラ ２分の１以内 1万5千円～30万円

２分の１以内 １灯当り5千円～5万円

消火栓器具箱関連 ３分の２以内

その他防災資機材 ２分の１以内 （1件）上限30万円

１０分の１０ 上限500万円

※　施設整備に付随して備品整備を行う場合は、施設整備と備品整備を合わせた額

○ 田原市市民協働まちづくり補助金(変更）

補助率 補助限度額 基金(現行） 基金(R5～）

２分の１ ２０万円

２分の１ ４万９千円

１０分の１０ ５万円

２分の１ ９万円

全額または一部 ２万円

全額または一部 ４万円

○ 市民提案型委託事業（新規）

事業費（R4/R5) 基金(現行） 基金(R5～）

０円/０円 ― 運用益等・取崩し

13万円/13万円 ― 運用益等・取崩し

０万円/1,100万円 ― 取崩し

○ 市民活動支援センター運営費(変更） ※Ｈ20～22に運用益の充当実績があるが、現在は充当していない

事業費（R4/R5) 基金(現行） 基金(R5～）

47万円/61.9万円 運用益等の範囲 運用益等・取崩し

≪参考≫ ○平成20年度　市民活動支援センター委託料（2,494,800円）へ充当

○平成21年度　市民活動支援センター委託料（2,532,600円）へ充当

○平成22年度　市民活動支援センターにかかる事業費（1,935,000円）へ充当

種別

地域コミュニ
ティ施設整備事
業

施設整備
取崩し

補助額全額
備品
整備

対象外
防犯灯施設設置事業

対象外
地域防災施設等

整備事業

地区集会所等耐震補強事業

市民活動支援センター運営業務委託

種別

通常枠

運用益等の範囲 運用益等・取崩し

少額枠

新規団体枠

チャレンジ枠

人材養成枠（講座）

人材養成枠（視察）

種別

市民提案型委託(自由テーマ型）

市民提案型委託(テーマ提示型）

市民提案型委託(臨時的）

種別



○ 市民館等長寿命化対策等整備費(新規）

　施設の長寿命化は適正な時期に対策を行うことが有効であるが、対策費が膨大であるため実施が見送られている。

市民館等も市民活動及びコミュニティ活動の拠点であるため、長寿命化対策を適正な時期に行えるよう基金を取崩し

改修等の整備費に充当する。


